
大阪府歩道橋リフレッシュ事業　実施要領
第１条　目的
大阪府は、横断歩道橋の効率的な維持管理の推進や都市景観の向上、道路交通の円滑化を図ることを目的に、企業等と協働して横断歩道橋の維持管理（以下「歩道橋リフレッシュ事業」という。）を行う。
第２条　対象とする横断歩道橋
歩道橋リフレッシュ事業を実施する対象は、企業等が所有又は運営する施設等により交通流に影響を及ぼしている若しくは、及ぼす可能性のある箇所付近の横断歩道橋（以下「協働歩道橋」という。）とする。

第３条　対象企業等

歩道橋リフレッシュ事業を実施する企業等は、交通流に影響を及ぼす可能性のある施設等を所有又は運営する企業等で、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項に規定する「風俗営業」を営む者、及び大阪府広告事業要綱第３条に規定する事業を営む企業等は、対象外とする。

一　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第２条第２項に規定する大規模小売店舗を所有又は運営する事業者
二　航空、船舶、鉄道、バス等の交通機関を所有又は運営する事業者

三　大規模レジャー施設、大規模宿泊地、大学、スポーツ施設、遊園地等を所有又は運営する事業者
四　災害拠点病院や大規模病院等を所有、又は運営する事業者

第４条　役割分担
企業等は大阪府から道路法（昭和27年法律第180号）第24条の規定による承認を受けて、承認基準及び大阪府の各種工事基準等に基づき、協働歩道橋又は第６条第１項に定める付近の道路橋に企業等が所有又は運営する施設等の道先案内標示を行う。

２　企業等は、道先案内標示に要する費用ならびに塗装塗替え工事及び軽微な補修工事（以下「工事等」という。）に要する費用を負担する。
３　企業等は、協働歩道橋の工事等を行う。
４　企業等及び大阪府は、協力して必要な関係機関との協議等を行う。なお、協議等に必要な費用は企業等が負担する。
第５条　工事等の実施方法
企業等が工事等を行う場合は、大阪府から道路法（昭和27年法律第180号）
第24条の規定による承認を受けて、承認基準及び大阪府の各種工事基準等に基づき実施する。

２　企業等は、前条第２項に定める工事等を大阪府に依頼する場合には、大阪府の基準により算出した費用（「別紙１」に記載）を納期限までに納入するものとする。
３　企業等が第１項に定める工事を行う場合は、工事完了後、大阪府の検査を受けたうえで、大阪府に引き渡すものとする。

第６条　道先案内標示
道先案内標示の表示位置は、協働歩道橋の桁側面部分を基本とし、道路交通に影響を及ぼさない場所とする。また、標示については、原則として協働歩道橋の道路進行方向各１面として最大２面とするが、交通流に支障を及ぼすなど、道先案内として適切でない場合に限り、付近の道路橋（大阪府管理）を含めることができる。
２　道先案内標示の内容は、当該企業等が所有又は運営する施設等の名称、距離表示、及び矢印等の案内等の交通誘導に必要な最小限のものとする。

３　道先案内標示の大きさ及び色彩等は、景観に配慮し、周囲と調和させるとともに、周辺生活環境や道路交通に影響を及ぼさないものとする。

４　道先案内標示の設置場所、内容、大きさ及び色彩等については、道先案内標示の着手前に企業等と大阪府が協力して関係機関と協議するものとする。

５　道先案内標示は、大阪府に帰属するものであり、企業等に何ら権利を発生させるものではない。

６　前条第３項に規定する引き渡し後においても、道先案内標示部分の汚損等で清掃等が必要なときは、企業等が大阪府と協議した上で、清掃等を実施できるものとする。

７　道先案内標示の表示期間は、原則として協働歩道橋の次期工事までの20年間とし、大阪府が実施する定期点検等の結果を踏まえ、最大25年間まで延長できるものとする。ただし、天災、事故その他の事由により歩道橋が落橋し、又は損傷を受け、若しくは大阪府が撤去する必要が生じた場合は、この限りでない。

８　道先案内標示により案内する施設等を廃止する場合は、当該企業等が道先案内標示を消去するものとする。ただし、施設等の名称を変更する場合は、当該企業等は大阪府と協議のうえ、第４条、前条及び第１項から第６項までの規定に基づき変更後の名称により道先案内標示を前項の残存期間に限り行うことができるものとする。
第７条　協定

歩道橋リフレッシュ事業の実施に当たっては、企業等と大阪府が「歩道橋リフレッシュ事業協定書」を締結するものとする。
（附則）この実施指針は、平成17年４月１日から施行する。

（附則）この実施指針は、平成20年２月14日から施行する。

（附則）この実施指針は、平成23年６月13日から施行する。
（附則）これまでの実施指針は、実施要領に改める。

この実施要領は、平成27年12月１日から施行する。

